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公益財団法人知床自然アカデミー 

寄附金等取扱規則 

 

（目的） 

第１条 この規則は、公益財団法人知床自然アカデミー（以下「当財団」という。）が寄附

者から金銭又はその他の財産（以下「寄附金等」という。）の寄附を受ける場合の

取扱いについて定め、もって財産の適正な管理等に資することを目的とする。 

  ２ 前項の寄附等には「現物寄附」を含むものとする。 

 

（寄附金等の種類） 

第２条 当財団が受け入れることのできる寄附金等は一般寄附金と特定寄附金の２種   

類とする。 

①一般寄附金とは、寄附者が使途を特定せずに寄附した寄附金等をいう。 

②特定寄附金とは、寄附者が使途を特定して寄附した寄附金等をいう。 

 ２ 当財団が受入れる賛助会費は一般寄附金と同等に取扱う。その他の事項につい

ては賛助会員規程に定めるところによる。 

 ３ 特定寄附金には、当財団の目的である「知床自然大学院大学」の設立・設置・

誘致のための資金（「大学院設立資金」という）として使途を指定された寄附

金を含む。 

 ４ 第１項に規定する以外の寄附金等の申し入れがあった場合は、代表理事に取扱

いを一任する。但し、会計上重要な財産等に該当する場合は、代表理事はその

取扱いを理事会に諮らなければならない。 

 

（受入基準） 

第３条 第２条の寄附金等が、以下の各号のいずれかに該当する場合もしくはそのおそ

れがある場合には、当該寄附金等を辞退しなければならない。 

①国、地方公共団体、公益法人及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に

関する法律（以下、「公益認定法」という）第５条第17号に規定する者以外

の個人又は団体がその寄付により、特別の利益を受ける場合 

②寄附者がその寄付をしたことにより、税の不当な軽減をきたす結果となる場

合 

③寄附金の受入れに起因して、この法人に著しく資金負担が生ずる場合 

④当財団の業務の遂行上支障があると認められる場合 

⑤当財団が受入れるには社会通念上不適当と認められる場合 

  ２ 現物寄附は、当財団が必要とする資産価値を有するものに限るものとし、その

受入に際して当財団の資金負担及び業務負担が発生する場合には、受入を拒否

できるものとする。 



2 
 

（寄附金等取扱） 

第４条 寄附の申入れ或いは寄附金の入金があった場合には、当該寄附者に連絡すると

ともに、書面により寄附金申込書をいただくものとする。 

２ 前項の書面には、寄附者の氏名（法人名称）、住所、連絡先、寄附金等の金額

と内容、その他必要と思われる事項を記載していただく。 

３ 寄附金等を受領したときは寄附者に対し受領書を発行するとともに、当財団と

して適宜な方法により感謝の意思表示を行うものとする。但し、受入れた寄附

金が３０００円未満である金銭の場合、及び寄附者が不要との意思表示をした

場合には、その発行を省略することができる。 

４ 前項の受領書には、当財団への寄附金等である旨、寄附金額（現物寄附の場合

にはその内容と数量等）、及び受領年月日、税制優遇に関する事項を記載しな

ければならない。 

 

（本人確認が困難な寄附の取扱い及び手続き） 

第５条 前条に関わらず、匿名或いは氏名住所等が不明の寄附金の入金があった場合に

は、第２条第１項第１号の寄附金として取扱い、前条第５項の受領証は発行し

なくてもよい。但し、会計上重要な金額や財産の場合には、代表理事が取扱を

決め、理事会に報告するものとする。 

 

（寄附金の使用及び取崩し） 

第６条 寄附金を使用或いは取崩す場合には、以下のようにしなければならない。 

①一般寄附金は５０％を超える額を公益目的事業費として使用しなければな 

らない。 

②特定寄附金は寄附者の指定した使途以外の使用はできない。また「大学院設

立資金」は公益認定法施行規則第２２条第３項第６号（以下、「６号財産」

という）として取扱い、その使用と取崩しは以下のものに限り、その実施に

際して当該年度の事業計画及び収支予算に計上されていない場合で、会計上

重要な支出に関しては理事会の承認を得なければならない。 

１）当財団の目的である大学院大学の運営を担う学校法人への寄附金支出 

２）学校法人設立前に用地・建物等施設・研究機材・図書等の取得が必要な

場合にはそれらの購入、およびその維持管理費用 

３）大学院を設置する学校法人等の設立・設置・誘致、及びその運営（準備

を含む）に直接関わる費用 

 

（寄附金の事務処理手続） 

第７条 寄附金を当財団の基本財産として扱う場合には、理事会及び評議員会の決議を

得なければならない。 
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２ 基本財産としての寄附金の運用益は、当財団の公益目的事業に使用する。 

 

（現物寄附の事務処理手続） 

第８条 現物寄附については、第３条の受入基準及び第２条の寄附金の種類と照らし合

わせて慎重に取扱わなければならない。また、会計上重要性の低い寄附を除き、

適切な会計処理をもって資産計上し、財産管理台帳に記載しなければならない。 

２ 寄附された固定資産を基本財産とする場合には、理事会及び評議員会の承認を

得なければならない。 

３ 固定資産で登記を要するものについては、寄附者の協力を得て必要な登記をし

なければならない。 

 

（情報公開） 

第９条 当財団が受領する寄附金については、公益社団法人及び公益財団法人の認定等

に関する法律施行規則第22条第５項各号に定める事項について、事務所への備

置き及び閲覧等の措置を講じるものとする。 

 

（個人情報保護) 

第１０条 寄附者に関する個人情報については、細心の注意を払って情報管理に努める  

ものとする。 

 

（改廃） 

第１１条 この規則の改廃は、理事会の決議により行うものとする。 

 

（委任） 

第１２条 この規則に定めるもののほか、寄附金等に関して必要な事項は、代表理事が

理事会の承認を得て別に定める。 

 

＜附 則＞ 

１． この規則は、平成２６年３月２３日から施行する。 

２． 当財団の名称は2025年4月１日に第１条記載の通り、定款変更により改称した。 

 

以 上 


